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実行計画等策定状況 

地方公共団体における「温室効果ガスの排出の量の削減等のための措置に関する計画」等の策定

状況について平成 19 年度に引き続き 20 年度について 64 の地方公共団体に対し調査を行いとりま

とめを行った。概要及び集計は以下の通り。 

 

１．とりまとめ概要 

(1) 実行計画策定状況 

   全ての地方公共団体の 64 団体において実行計画が策定され、最も早いものでは、平成 9 年度

(1997)に策定され、平成 20 年度(2008)に 7 団体が見直しを実施した。 

63 団体が温室効果ガスを削減対象（電気などを対象：1 団体）にしており、最大の削減目標は、

平成 12 年度を基準年とし平成 22 年度において 25％の数値目標を掲げている団体を含めて、60 団

体が設定しており、その他の目標値は、①基準年の水準を維持、②平成 24 年度の温室効果ガス排

出量の総量を設定、③環境マネジメントシステムの実施組織がそれぞれ設定、④延床面積当たり

10％削減等設定している。 

 

   

 

 

施設部門における取組としては、独自の取組での削減計画を 9 団体が策定しており、実行計画

による取組を実施することや ISO14000による取組で全ての機関を対象としている団体が各１団

体。 

    また、本庁舎施設における取組としての削減計画は、23 団体が策定しており、実行計画による

取組で実施しているのは 4 団体である。 

    ISO14001 の認証期間満了に伴い、外部認証登録を取りやめ ISO14001 の取組みをベースに、

組織や業務に適した「独自のシステム」を構築することを検討中が 1 団体である。 
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基本方針等
策定の有無

・63団体が策定

策定年度
（最新版策定年度）

・最も早い取組　H12年度に要綱を策定
・H20年版策定は40団体

改定等 ・38団体が毎年改定している

公表の有無 ・61団体が公表している

建築分野の位置づ
け

・独立したものはなく、全体方針に含む（45団体）
・公共工事に係る特定調達品目について物品等の方針とは別に定めている
・公共建築に係る環境配慮指針　　等

調達品目等 ・国の方針・品目に準拠(38団体)

その他の事項 ・公共工事については、努力規定

 

２．グリーン購入法・グリーン契約法の基本方針等策定状況 

(1) グリーン購入法 

平成 13 年 4 月から、グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）が施

行され、国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人による環境物品等の調達の推進、

環境物品等に関する情報の提供その他の環境物品等への需要の転換を促進するために必要な事項を

定めることにより、環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築を図り、もって現在及び将

来の国民の健康で文化的な生活の確保に寄与することを目的とされている。 

今回の調査において、63 の地方公共団体でグリーン購入法の基本方針等が策定されている。 

また、平成 12 年度に要綱を策定し、毎年度改定している地方公共団体は、38 団体である。 

 

表表表表２２２２－－－－１１１１ グリーン購入法の基本方針等策定状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) グリーン契約法 

グリーン契約法（国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律）

とは、国等（「国等」とは、国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人をいう。）にお

ける温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関し、国等の責務を明らかにするとともに、

基本方針の策定その他必要な事項を定めることにより、国等が排出する温室効果ガス等の削減を図り、

もって環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築に資することを目的とされている。 

今回の調査において、7 の地方公共団体でグリーン契約法の基本方針等が策定され、１団体が検討

中である。 

グリーン契約法の基本方針等は策定していないが、グリーン購入の要綱に記載したり、独自の方

針・指針等により 10 団体が実施している。17 団体が電気、物品、省エネ、建築物のいずれかで実施

している。 

 

 

 

 



  

基本方針等
策定の有無

・7団体が策定、1団体が検討中
・10団体において、方針策定はしていないがグリーン購入要綱に記載したり独自
の方針・指針等により実施している。
・17団体が電気、物品、省エネ、建築物のいずれかを実施している

策定年度
（最新版策定年度）

・7団体が策定しH20年版が6団体

改定等 ・6団体が適宜とし1団体が毎年改定予定。

公表の有無 ・策定している7団体が公表している。

電気の購入
を受ける契約

○15団体が実施している
　・国の方針（電気）に準拠(5団体)
　・裾切り方式
　・電力の調達に係る環境配慮方針において受注者選定方法（裾切り方式）
　・電力の調達に係る環境配慮実施要綱
　・電力の調達に係る環境配慮指針により規定（裾切り方式）
　・グリーン電気購入マニュアルにおいて受注者選定方法
　・電力のグリーン購入要綱
　・グリーン電力入札制度

物品の購入
に係る契約

○8団体が実施している
　・国の方針（自動車）に準拠（2団体）
　・裾切り方式
　・自動車の購入について規定
　・公用車の低公害車導入指針を策定
　・公用車グリーン調達基本方針
　・グリーン調達等基本方針に規定

省エネルギー改修
事業に係る契約

○1団体が実施している
　・ＥＳＣＯ事業導入等基本方針

建築物
に関する契約

○4団体が実施している
　・国の方針（環境配慮プロポ）に準拠。ただし、プロポの採用は必要に応じて行う
　　こととしている（2団体）
　・国の方針（環境配慮プロポ）に準拠。プロポの採用の必須としている
　・県におけるＰＦＩの活用指針

その他の契約 ○その他の契約において実施している団体はない

 

表表表表２２２２－－－－２２２２ グリーン契約法の基本方針等策定状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

３．太陽光発電設備・建物緑化とりまとめ概要 

(1) 太陽光発電設備の整備状況 

太陽光発電は 62 の地方公共団体において整備されており、合計で 1,111 件、総発電容量

27,325kW(平成 19 年度末)が整備済みであり、平成 20 年度以降で 78 件、1,656kW が整備予定と

なっている。 

  出力 27,325kW の太陽光発電設備により、１年あたり、約 2,870 万 kWh の電力量が発電され、

約 15,900t の二酸化炭素の排出が抑制されると試算される。       

 

 (2) 建物緑化の整備状況 

建物緑化は 44 の地方公共団体において整備されており、合計で 378 件、総緑化面積 221,335 ㎡

(平成 19 年度末)が整備済みであり、平成 20 年度以降で 23 件、18,000 ㎡が整備予定となっている。 

  総緑化面積 221,335 ㎡の整備量は、日比谷公園のおおよそ 1.3 個分の面積に相当するものである。 
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図図図図３３３３－－－－１１１１    太陽光発電設備の整備状況 図図図図３３３３－－－－２２２２    建物緑化の整備状況 

 

   

 

 

（参考） 

・太陽光概算発電量(kWh)＝発電容量(kW)×365×24×0.12（稼働率） 

  「太陽光発電導入ガイドブック(NEDO)p7」（平成 12 年） 

・二酸化炭素発生量＝発電電力量[kWh]×0.555[kg-CO2/kWh] 

0.555[kg-CO2/kWh]：地球温暖化対策推進法施行令第３条１項１号ロ 

・日比谷公園面積 161,636.66 ㎡ 

・東京都建設局公園緑地部 

http://www.kensetsu.metro.tokyo.jp/kouen/kouenannai/park/hibiya.html 

 

 



  

導入状況

導入済み：14

導入予定なし：38

検討中：12

施行開始時

期

最も早い取組：平成16年度に自治体版CASBEE施行開始2団体

施行開始予定時期：平成21年度４団体、平成22年度2団体

評価ツール

CASBEE-簡易版をベースに自治体版CASBEEを策定：13団体

CASBEE-簡易版：7団体

CASBEE-簡易版＋独自制度：１団体

独自制度のみ：2団体

重点項目

地球温暖化への配慮:：10団体、ヒートアイランド対策：11団体

緑化：7団体、省エネ・省資源：6団体、循環型社会：4団体

資源の適正使用、建築物の長寿命、自然環境の保護：3団体

自然ｴﾈﾙｷﾞｰ利用、災害、ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ、ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ、自然景観の保全・回復、

まちなみ・景観への配慮：2団体

環境負荷の低減、雪処理、地域材活用、耐震対策（耐震、免震、信頼性）、高齢化対策：1団体

独自項目

非構造材におけるリサイクル材の使用：2団体

まちなみ・景観への配慮、交通負荷抑制、雪対策、バリアフリー対策、躯体材料におけるリサイクル材の

使用：1団体

容積率・高さ制限の緩和等：1団体

届出の対象

となる建築物

の条件につ

いて

義務付延べ

面積（㎡）

導入済み…2000㎡：8団体、　5000㎡：6団体

導入予定…2000㎡：5団体、　5000㎡：1団体

独自　計画制度・・・・・・・・・・・・・・・・・　10000㎡：1団体

政令市において県のCASBEEを採用…2000㎡：1団体

事務庁舎：11件

学校：43件、体育館：1件

共同住宅：62件、ホテル：1件、病院：3件

地区センター・集会所：2件、工場：3件、その他：8件

事務庁舎…Ｓ：1件、Ａ：2件、Ｂ＋：2件

学校…Ａ：7件、Ｂ＋：5件、体育館…Ｂ＋：1件

共同住宅…Ａ：1件、Ｂ＋：16件

病院…Ａ：2件、Ｂ＋：1件

工場…Ａ：1件、その他…Ｂ＋：1件
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つ
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て

建築物環境

配慮制度

(CASBEE)の

導入状況に

ついて

建築物環境

配慮制度

(CASBEE)の

評価方法等

について

制度導入後提出された公

共建築物の種類と件数につ

いて

制度施行後に提出した公共

建築物の評価結果につい

て

４．施設整備に関する環境保全性能等の事例集状況 

 (1)地方自治体の建築物環境配慮制度（CASBEE 等）について 

 14 の地方自治体において導入済みであり、今後導入予定の自治体は 12 団体であった。最も

早いところでは、平成 16 年度に施行を開始している。 

 CASBEE を用いずに独自の環境指針等を採用しているところは２団体あった。重点項目を

定めている自治体は、1７団体であり、それぞれの評価項目は下表のとおりである。 

 届出の対象となる建築物の条件については、2,000 ㎡以上（または超）というところが 8 団

体、5,000 ㎡以上（または超）としているところは、6 団体であった。 

 

表 １．地方自治体の建築物環境配慮制度（CASBEE 等）について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2)公共建築物の目標値設定等について 

 CASBEE の目標値については、新築・改修ともほとんどのところで定めていなかったが、

目標値を定めているところでは、Ｂ＋を目標としているところが多く、Ａを目指すというとこ

ろもあった。 

 

 



  

CASBEE

・Ｂ＋…3団体

・Ｂ＋を確保、Ａを目標…1団体

・Ａ…1団体

・事務所・病院：Ａ、その他：最低Ｂ＋でＡを目指す…1団体

・市営住宅においてBEE=1.3以上1.5の達成に努める…1団体

・Ｓ（明文化していない）…1件

LCA（ライフ

サイクルアセ

スメント）

・運用CO2原単位：90年度水準30％減,運用CO2：2010年度に90年度の118％

PAL/CEC
努力指針：４団体

省エネ法：２団体

その他 独自の指針に従って目標等を定めているところもある。

CASBEE
・Ａ…１団体

・市営住宅においてBEE=1.3以上1.5の達成に努める…１団体

その他
・運用CO2原単位：90年度水準21％減

・LCCO2、LCCの目標値を設定
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．
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値

設

定

等

新築建物の

目標値等
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表 ２．公共建築物の目標値設定等 
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温室効果温室効果温室効果温室効果ガスガスガスガス排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況

1 2 3 4 5 6 7 8

北海道 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 茨城県

①策定の有
無

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

②策定年度
（最新版策
定年度）

H12 H12 Ｈ11年度 H17 H17 1999年度 H17 H10

2000 2000 1999年度 2005 2005 (2005年度) 2005 1998
Ｈ１７

※目標値について
は、Ｈ２０に見直しを
行っている

H17(2005) Ｈ17年度 H20(2008)
(2007年度アクション
プログラム策定)

H18(2006)

③削減対象 温室効果ガス 温室効果ガス

温室効果ｶﾞｽ（6ｶﾞｽのう
ち4ｶﾞｽ：二酸化炭素、メ
タン、一酸化二窒素、ﾊｲ
ﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ）

温室効果ガス 温室効果ガス 温室効果ガス 温室効果ガス 温室効果ガス

④削減目標 16.5％削減 4.7％削減 10％削減 5％削減 4％削減 7％削減 3%削減
平成24年度の温室効
果ガス排出量を１９６
千トン（CO２換算）と

⑤基準年度 H16 H16 Ｈ15年度 H16 H15 1990 H15 H16

⑥目標年度 H22 H21 Ｈ22年度 Ｈ22 H22 2010 H17～21年度 H24

⑦施設にお
ける削減目
標（削減量）
の設定

× × × × × × × ×

⑧施設毎の
削減目標
（削減量）の
設定

× × × × × × × ×

①独自の取
組の有無

× × × × × × ○ ×

②策定年度
（最新版策
定年度）

－ － - － － － H18 -

③対象機関 － － - － － － 全ての機関 -

④削減目標 － － - － － － × -

⑤基準年度 － － - － － － × -

⑥目標年度 － － - － － － × -

⑦施設にお
ける削減目
標（削減量）
の設定

－ － - － － － × -

⑧施設毎の
削減目標
（削減量）の

－ － - － － － × -

⑨施設にお
ける太陽光
発電の導入

○ ○ ○ ○ × － ○ ○

⑩建物の緑
化

無 ○ × ○ × － ○ ○

⑪ESCO事
業

○ ○ × ○ × － ○ ○

③削減計画
策定状況

× × × ○ ○ × × ×

④削減目標 － - - ５％削減 4％削減 － × －

⑤基準年度 － - - H16 H15 － × －

⑥目標年度 － - - H22 － × －

課題・
その他

・庁舎の整備基準－
改築、改修を行う場合
は「青森県環境調和
建築設計指針」
（H15.3）に基づき実
施。
・年度当初に市町村
を集め担当者会議を
開き、温室効果ガス
排出抑制等のための
施策を促し、施策に関
する情報提供を行っ
ている。（環境政策
課）

・いわて公共建築環境配
慮指針を策定し、環境に
配慮した施設整備に取
り組んでいる。
・床面積が2,000㎡以上
の新築、改築、増築又は
改修工事を対象とし
CASBEE評価における環
境性能効率がＢ+以上と
なるよう実施。

・Ｈ13に本庁舎を対象
に「宮城県環境マネジ
メントシステム」を構
築し、ＩＳＯ14001を受
けエネルギー等の削
減に努めてきた。Ｈ19
からは5年間の実績を
踏まえ、「自己宣言」
方式へ移行。
・各事業所は「宮城県
環境保全率先実行計
画（第3期）」に基づき
温室効果ガス等の削
減を実施。

・秋田県公共事業に
係る環境配慮方針に
基づき、秋田県公共
事業個別事業評価実
施要領を定め、工事
別の環境配慮に努め
ている。

「福島県環境共生建
築計画・設計指針」を
策定し、既存建築物
については、福島県
CO2-ｺｽﾄﾂｰﾙと
CASBEEを用いて環
境性能診断を実施。

Ⅱ施設にお
ける削減計
画

施設部門独
自の取組

本庁舎施設における取組

Ⅰ実行計画

策定
状況

目標
設定
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温室効果温室効果温室効果温室効果ガスガスガスガス排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況

①策定の有
無

②策定年度
（最新版策
定年度）

③削減対象

④削減目標

⑤基準年度

⑥目標年度

⑦施設にお
ける削減目
標（削減量）
の設定

⑧施設毎の
削減目標
（削減量）の
設定

①独自の取
組の有無

②策定年度
（最新版策
定年度）

③対象機関

④削減目標

⑤基準年度

⑥目標年度

⑦施設にお
ける削減目
標（削減量）
の設定
⑧施設毎の
削減目標
（削減量）の
⑨施設にお
ける太陽光
発電の導入
⑩建物の緑
化

⑪ESCO事
業

③削減計画
策定状況

④削減目標

⑤基準年度

⑥目標年度

課題・
その他

Ⅱ施設にお
ける削減計
画

施設部門独
自の取組

本庁舎施設における取組

Ⅰ実行計画

策定
状況

目標
設定

9 10 11 12 13 14 15 16

栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 新潟県 富山県

○ ○ ○ ○ ○ ○
○

(環境にやさしい
新潟県の率先行動）

○

H11 H13 H11 H14 H13 H15 H11 当初　H14(2002)

1999 2001 1999 2002 2001 1999 最新　H19(2007)

H16(H17.3) H17 H19（2007） H18(2006) H17(2005) H19 Ｈ１９（２００７）２月

温室効果ガス 二酸化炭素 温室効果ガス 温室効果ガス 温室効果ガス 温室効果ガス
温室効果ガス、電気、
燃料、水、紙

二酸化炭素

6％削減 6％削減 6％削減 8％削減 10％削減 10.6％削減
温室効果ガス８％削

減
5.0％削減

H15 H16 H2 H12 H16 H12 Ｈ１２ H17

H22 H22 H23 H22 H21 H22 Ｈ２４ H22

× × ○ × × × ×

施設関連項目
電気使用量（5.0％

削減）、
庁舎燃料使用量
（5.0％削減）、

水使用量（5.0％削
減）

× × × × × × × ×

×（実行計画による取
組を実施）

× × × × 無し ×

－ － H19（2007） － － － × －

－ － － － － × －

－ － － － － × －

－ － － － － × －

－ － － － － × －

－ － ○ － － － × －

－ － ー － － － × －

○ ○ ○ 別紙１－１ ○ ○ 別紙１－１による
20年度発注工事に
おいて、１件実績あ

り

○ × ○ 別紙１－２ ○ ○ 別紙１－２による 実績なし

○ × ○ 19年度実績事例なし ○ ○ 別紙１－３による

ESCO事業ではない
が、平成20年度に、
富山県立中央病院に
おいて、省エネ法に
基づく削減計画（照
明安定器のインバー
タ化、省エネVベル
トの導入、照明灯の
人感センサーの設

×（実行計画による取
組を実施）

○ ○ ○ ○ ×

○（ISO14001の認証
期間満了（平成20年
９月24日）に伴い、
外部認証登録を取り
やめISO14001の取組
みをベースに、本県
の組織や業務に適し
た「独自のシステ
ム」を構築すること

－ 6％削減 ８％削減 ５％削減 現状維持（０％） × 検討中

－ H16 H12 H16 H18 × 検討中

－ H22 H22 H21 H19以降 × 検討中

・新庁舎（本庁舎）の
供用開始による庁舎
面積の増加に伴う消
費エネルギーの増加

・「省エネ東京仕様２０
０７」を適用し、施設の
さらなるＣＯ２削減に
取り組んでいる。
・新築庁舎において
は、CASBEE評価にお
ける環境性能効率が
「Aランク」となるよう実
施。
・既存庁舎における
CASBEE評価を実施
し、各施設が改修によ
り「B＋ランク」となる
よう改修計画を策定。

・新築庁舎において
は、CASBEE評価にお
ける環境性能効率が
「Aランク」となるよう実
施。（環境配慮ステッ
プアップ＋１システム
による）
・本庁舎は、庁内環境
配慮システムの基準
年であるH8年実績に
比べH18時点ですで
に１４％削減されてい
るため、H19以降は現
状維持とした。

・市町村環境担当課
長会議等で(市町村
の)実施計画の策定を
依頼



3/8
温室効果温室効果温室効果温室効果ガスガスガスガス排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況

①策定の有
無

②策定年度
（最新版策
定年度）

③削減対象

④削減目標

⑤基準年度

⑥目標年度

⑦施設にお
ける削減目
標（削減量）
の設定

⑧施設毎の
削減目標
（削減量）の
設定

①独自の取
組の有無

②策定年度
（最新版策
定年度）

③対象機関

④削減目標

⑤基準年度

⑥目標年度

⑦施設にお
ける削減目
標（削減量）
の設定
⑧施設毎の
削減目標
（削減量）の
⑨施設にお
ける太陽光
発電の導入
⑩建物の緑
化

⑪ESCO事
業

③削減計画
策定状況

④削減目標

⑤基準年度

⑥目標年度

課題・
その他

Ⅱ施設にお
ける削減計
画

施設部門独
自の取組

本庁舎施設における取組

Ⅰ実行計画

策定
状況

目標
設定

17 18 19 20 21 22 23 24

石川県 福井県 山梨県 長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H11 H13 H11 H17 H20 H13 H17 H15

1999 2001 1999 2005 2001 2005 2003

2005 H18(2006) H19(2007) 2004 - H19

CO2

温室効果ガス、電気、
冷暖房等燃料、

公用車燃料、水、紙、
ごみ

温室効果ガス 温室効果ガス
温室効果ガス

(CO2,CH4,N2O,HFC)
温室効果ガス 電気など 温室効果ガス

8%
-5%、-6%、-6%、
-10%、-5%、-5%、-5%

6％削減 10％以上の削減 H16水準を維持 6％削減 15％削減 3.9%削減

H14 H16 H14 H16 H16 H2 H16 H15

H15及び以降年度 H22 H20 H22 H22 H22 H21 H22

× ○ × × × × - ×

× × × × × × - ×

ISO１４００１ × × × × × - ×

H16 － － - － - －

全ての機関 － － - － － - －

数値目標設定せず － － - － － - －

H15 － － - － － - －

× － － - － － - －

× － － - － － - －

× － － - － － - －

○ － ○ ○ ○ ○（別紙1-1） - ○

× － ○ × ー ○（別紙1-2） - ○

○ － × ○ － － - ○

○ － ○ 実行計画に準ずる － － 無 ×

× － ６％削減 〃 － － 無 －

H15 － H14 〃 － － 無 ー

× － H20 〃 － － 無 ー

環境マネジメントシス
テムに基づいて、庁
舎毎に燃料等使用量
の削減目標を設定
（警察と病院を除く）
し、省エネ・省資源活
動に取組みしている。

実行計画、推進計画
策定のための研修会
等に対する補助金制
度を創設し、支援を
行っている。（Ｈ19年
度～）

・平成19年度から「エ
コアクション２１」（環境
マネージメントシステ
ム）を、教育部門、警
察部門も含めた、全
県有機関で導入し、
温室効果ガスの削減
に取り組んでいる。

温暖化ガス等の排出
抑制については、本
県の場合「環境部」と
なっております。
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温室効果温室効果温室効果温室効果ガスガスガスガス排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況

①策定の有
無

②策定年度
（最新版策
定年度）

③削減対象

④削減目標

⑤基準年度

⑥目標年度

⑦施設にお
ける削減目
標（削減量）
の設定

⑧施設毎の
削減目標
（削減量）の
設定

①独自の取
組の有無

②策定年度
（最新版策
定年度）

③対象機関

④削減目標

⑤基準年度

⑥目標年度

⑦施設にお
ける削減目
標（削減量）
の設定
⑧施設毎の
削減目標
（削減量）の
⑨施設にお
ける太陽光
発電の導入
⑩建物の緑
化

⑪ESCO事
業

③削減計画
策定状況

④削減目標

⑤基準年度

⑥目標年度

課題・
その他

Ⅱ施設にお
ける削減計
画

施設部門独
自の取組

本庁舎施設における取組

Ⅰ実行計画

策定
状況

目標
設定

25 26 27 28 29 30 31 32

滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 鳥取県 島根県

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎

H14 H13 H17
H12(地球温暖化対策

実行計画）
H13 H12 H10 H20

2002 2001 2005 2000 2001 2000 1998 2008

H19(2007) H18(2006)
(2004)ステップ３（2005

～2010)
H18(2006) 2006 H20(2008)

温室効果ガス 温室効果ガス 温室効果ガス 温暖化ガス 温室効果ガス 温室効果ガス 温室効果ガス 温室効果ガス（ＣO２）

9％削減 10％削減 5％削減 5.4％削減 6％削減 3.9％削減 5％削減 15％削減

H17 H2 H15 H15 H18 H16 H12 H15

H23 H22 H22 H22 H22 H22 H24 H22

× × × × × × ○

電気使用量：１１％削
減

灯油使用量：２８％削
減

重油使用量：29％削
減

ガス使用量：15％削

× × × × × × ○ ×

× × ○ × × × ×

ー

H12(地球温暖化対策
実行計画）
2000

(2004)ステップ３（2005
～2010)

－ ー ー ×

ー 全ての機関 － － ー ×

ー
温室効果ガス５．４％

削減
－ － ー ×

ー H15 － － ー ×

ー
H22年度の温暖化ガ
ス総排出量

－ － ー ×

ー × － － － ×

ー × － － － ×

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ー ○ ○ ○ × ○ ×

ー ○ × × × × ○

○ △ × ×
×（実行計画に準ず

る）
× ○

9％削減 20％削減 ５．４％削減 （実行計画に準ずる） ー ３％削減

H17 Ｈ2 H15 （実行計画に準ずる） ー H19

H23 Ｈ22 H22 （実行計画に準ずる） ー H22

・鳥取県版CASBEEの
策定を検討中
・施設部門としての目
標設定が課題
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温室効果温室効果温室効果温室効果ガスガスガスガス排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況

①策定の有
無

②策定年度
（最新版策
定年度）

③削減対象

④削減目標

⑤基準年度

⑥目標年度

⑦施設にお
ける削減目
標（削減量）
の設定

⑧施設毎の
削減目標
（削減量）の
設定

①独自の取
組の有無

②策定年度
（最新版策
定年度）

③対象機関

④削減目標

⑤基準年度

⑥目標年度

⑦施設にお
ける削減目
標（削減量）
の設定
⑧施設毎の
削減目標
（削減量）の
⑨施設にお
ける太陽光
発電の導入
⑩建物の緑
化

⑪ESCO事
業

③削減計画
策定状況

④削減目標

⑤基準年度

⑥目標年度

課題・
その他

Ⅱ施設にお
ける削減計
画

施設部門独
自の取組

本庁舎施設における取組

Ⅰ実行計画

策定
状況

目標
設定

33 34 35 36 37 38 39 40

岡山県 広島県 山口県 徳島県 香川県 愛媛県 高知県 福岡県

○ ○ ○ 有 ○ ○ ○ ○

H10 H12 H13 H17 H9 H17 H10 H11

1998 2000 2001 2005 1997 2005 1998 1999

H18 H17(2005) H20（2008）改定 2005策定 H20(2008) 2005

温室効果ガス
二酸化炭素，メタン，
一酸化二窒素，ＨＦＣ

二酸化炭素、メタン、
一酸化二窒素、ＨＦＣ

温室効果ガス 温室効果ガス 温室効果ガス 温室効果ガス 温室効果ガス

4.2％削減 5％以上削減 17％削減 5％削減 2％削減 10％以上削減 6%削減 3％削減

H16 H15 H2 H15 H16 H16 H2 H16

H22 H17～H22 H24 H21 H22 H22 H22
H１７～H２１における

H１６年比

× × × × ○ × × 〇

× × × × × × × ×

○ × × × × × ○ ×

H10 － － ー H20

全ての機関 － － ー 警察を除く全県庁舎

温室効果ガス4.2%削
減

－ － ー １０％削減

H16 － － ー H18

H22 － － ー H22

× × － ー ○

× × － ー ○

○ ○ － ○ × ×

× ○ － ○ × ×

× ○ － ○ × ×

○ × × - ○ ○ ×

４．２％削減 － － - 10％以上削減 １％削減

H16 － － - Ｈ16 H18

H22 － － - Ｈ22年度 H20

・屋上緑化等の省エ
ネ施設を率先して県
有施設等に導入し、
県民等への普及を図
るための取組指針と
なる「山口県緑のデザ
イン戦略」をH19年度
に策定し、CO2削減に
向けた取組を行って
いる。

「徳島県公共建築物
グリーン化のあり方」
による。

注１）実行計画では、
直島環境センターの
み別途目標数値（対
17年度比4％削減）を
掲げています。
・本庁舎は、温度差エ
ネルギーによる地域
熱供給を導入してい
ます。
・温室効果ガス排出
量の削減の上で、間
接的に効果があるも
のとして、新たに「か
がわエコイベントマ
ニュアル」を策定し、
県が開催するイベント
に伴う環境負荷の低
減に努めることを目標
としました。
・香川県庁本庁舎及
び環境保健研究セン

・個別の庁舎の整備
計画はありません。
・本庁舎においては
ISO認証による環境マ
ネイジメントシステム
を実行している。

県の実行計画に基づ
き統一的な取り組み
を行なっているので、
独自の取り組みを行
なう必要性を感じな
い。
また、省エネ法におけ
る第1種エネルギー管
理指定工場であるた
め、中長期計画等を
毎年作成している。
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温室効果温室効果温室効果温室効果ガスガスガスガス排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況

①策定の有
無

②策定年度
（最新版策
定年度）

③削減対象

④削減目標

⑤基準年度

⑥目標年度

⑦施設にお
ける削減目
標（削減量）
の設定

⑧施設毎の
削減目標
（削減量）の
設定

①独自の取
組の有無

②策定年度
（最新版策
定年度）

③対象機関

④削減目標

⑤基準年度

⑥目標年度

⑦施設にお
ける削減目
標（削減量）
の設定
⑧施設毎の
削減目標
（削減量）の
⑨施設にお
ける太陽光
発電の導入
⑩建物の緑
化

⑪ESCO事
業

③削減計画
策定状況

④削減目標

⑤基準年度

⑥目標年度

課題・
その他

Ⅱ施設にお
ける削減計
画

施設部門独
自の取組

本庁舎施設における取組

Ⅰ実行計画

策定
状況

目標
設定

41 42 43 44 45 46 47 48

佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 沖縄県 札幌市

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H12 H17 H12（第１次計画） H12 H12 H10 H18 H13

2000 2000（第１次計画） 2000 2000 1998 2006 2001

2005（第２次計画） H17 ２００６改訂 （2004） H22(2010） H18(2006)改定

二酸化炭素 二酸化炭素 温室効果ガス 温室効果ガス 温室効果ガス 二酸化炭素 温室効果ガス 温室効果ガス

6.4％削減 8％削減 ６％削減 5.0%削減 2.40% 2%削減 8％削減
環境マネジメントシス
テムの実施組織が、
それぞれ設定

H11 H15 H16 H16 H16 H14 H12
環境マネジメントシス
テムの実施組織が、
それぞれ設定

H16 H21 H22 H22 Ｈ１８～２２年度 H22 H22
環境マネジメントシス
テムの実施組織が、
それぞれ設定

× × ○ × ○ ○ ×
環境マネジメントシス
テムの実施組織が、
それぞれ設定

× × × × × × ×
環境マネジメントシス
テムの実施組織が、
それぞれ設定

ー × ×（実行計画のみ） × × × × ○

ー － ー － － - －

ー － ー － － - －

ー － ー － － - －

ー － ー － － -
環境マネジメントシス
テムの実施組織が、
それぞれ設定

ー － ー － － -
環境マネジメントシス
テムの実施組織が、
それぞれ設定

ー － ー － － -
環境マネジメントシス
テムの実施組織が、
それぞれ設定

ー － ー － － -
環境マネジメントシス
テムの実施組織が、
それぞれ設定

ー － ○ ○ － ー ○

ー － ○ － － ー ○

ー － × ○ － ー ○

ー ×
×（実行計画に含ま

れる）
× － － ー ○

ー － ー － － ー
環境マネジメントシス
テムの実施組織が、
それぞれ設定

ー － ー － － ー
環境マネジメントシス
テムの実施組織が、
それぞれ設定

ー － ー － ー ー
環境マネジメントシス
テムの実施組織が、
それぞれ設定

平成12年より省エネ
改修工事を行い、ＣＯ
2の削減に取り組んで
いる。

当初計画の取組状況
の結果を踏まえた改
訂計画（平成１７年度
改訂）を現在推進中
です。

－
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温室効果温室効果温室効果温室効果ガスガスガスガス排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況

①策定の有
無

②策定年度
（最新版策
定年度）

③削減対象

④削減目標

⑤基準年度

⑥目標年度

⑦施設にお
ける削減目
標（削減量）
の設定

⑧施設毎の
削減目標
（削減量）の
設定

①独自の取
組の有無

②策定年度
（最新版策
定年度）

③対象機関

④削減目標

⑤基準年度

⑥目標年度

⑦施設にお
ける削減目
標（削減量）
の設定
⑧施設毎の
削減目標
（削減量）の
⑨施設にお
ける太陽光
発電の導入
⑩建物の緑
化

⑪ESCO事
業

③削減計画
策定状況

④削減目標

⑤基準年度

⑥目標年度

課題・
その他

Ⅱ施設にお
ける削減計
画

施設部門独
自の取組

本庁舎施設における取組

Ⅰ実行計画

策定
状況

目標
設定

49 50 51 52 53 54 55 56

仙台市 さいたま市 千葉市 横浜市 川崎市 新潟市 名古屋市 静岡市

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H14 H14 H14 H14 H13 H12 H14 H17

2002 2002 2002 2002 2001 2000 2002 2005

Ｈ20（2008） H19(2007) H19(2007) H18（2006） H118(2006 H18(2006) H19(2007)

市業務に伴う二酸化
炭素総排出量

温室効果ガス 温室効果ガス 温室効果ガス 温室効果ガス 温室効果ガス 温室効果ガス 温室効果ガス

4.0％削減 5％削減 11.9％削減 25％削減 6％削減 5％削減 16％削減 10％削減

H16 H18 H17 H12 H16 H16 H12 H15

Ｈ22 H24 H22 H22 H22 H21 H22 H21

○ × ○ × × × × ×

○ × × × × × × ×

× × ○ × × × × ×

－ ー H19 ー － － ー ー

－ ー

①廃棄物処理施設
②下水道処理施設
③その他の（事業系）

施設

ー － － ー ー

－ ー

①34.5%削減
②22.5%増加に抑える

③3.7%削減
ー － － ー ー

－ ー H17 ー － － ー ー

－ ー H22 ー － － ー ー

－ ー ○ ー － － ー ー

－ ー － ー － － ー ー

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

× ○ ○ ○ ○ × 未実施 ×

○ × ○ ○ × ○ × ー

２．５％（本庁舎）
１．４％（北庁舎）

ー 5%削減 － 5％削減 ー -

Ｈ16 ー H17 H12 － H16 ー -

Ｈ22 ー H22 H22 － H21 ー -

・実行計画において毎
年度、市全体及び各
部局ごとの削減目標
を定めて取り組んで
いる。

（備考）「Ⅱ施設にお
ける削減計画」①～
⑦の内容は、特殊な
施設については施設
ごとの目標を定め、全
体としては11．9%削減
の目標を達成しよう
と、実行計画の中で
定めたものです。

・公共施設2200全て
について、施設ごとの
エネルギー消費量を
一元管理し、比較分
析により省エネメ
ニューを提示できるエ
ネルギーカルテシス
テムを構築中。
・データはエネルギー
供給事業者から提供
されるシステムであ
る。
・施設ごとのエネル
ギー使用量と実行計
画上の温室効果ガス
排出量との連携が難
しく、課題が多い。

・「新潟市地球温暖化
対策率先実行計画」
に基づき，市役所全
体でCO2の削減に取
組んでいる。
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温室効果温室効果温室効果温室効果ガスガスガスガス排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況

①策定の有
無

②策定年度
（最新版策
定年度）

③削減対象

④削減目標

⑤基準年度

⑥目標年度

⑦施設にお
ける削減目
標（削減量）
の設定

⑧施設毎の
削減目標
（削減量）の
設定

①独自の取
組の有無

②策定年度
（最新版策
定年度）

③対象機関

④削減目標

⑤基準年度

⑥目標年度

⑦施設にお
ける削減目
標（削減量）
の設定
⑧施設毎の
削減目標
（削減量）の
⑨施設にお
ける太陽光
発電の導入
⑩建物の緑
化

⑪ESCO事
業

③削減計画
策定状況

④削減目標

⑤基準年度

⑥目標年度

課題・
その他

Ⅱ施設にお
ける削減計
画

施設部門独
自の取組

本庁舎施設における取組

Ⅰ実行計画

策定
状況

目標
設定

57 58 59 60 61 62 63 64

浜松市 京都市 大阪市 堺市 神戸市 広島市 福岡市 北九州市

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H19
(第2期計画)

H18 H13 H19 H17 H13 H16
H18年度
（改定）

2007 2006 2001 2007 2005 2001 2004 2006

基準年度
H17

H17 H22 H18

温室効果ガス 温室効果ガス
温室効果ガス（温対
法第2条第3項）

温室効果ガス 温室効果ガス 温室効果ガス 温室効果ガス 二酸化炭素

6% 13.3％削減 7％以上削減 5％削減 15.5％以上 8.5％削減 5%削減
延床面積当たり10％

削減

H17 H16 H16 H16 H16 H16 H14 H14

H22 Ｈ22 H22 H22 H22 H22 H20 H22

○ ×
△（事業分野ごとの目
標削減量を設定）

○（施設全体） × × ×
部門別にCO2排出量

の
目標値を設定

○ × ×
○（個別施設管理課
で自主目標を設定）

× × × ×

○ ○ × × × × × ○

H20 平成19年度 ー - ー － H18年度（改定）

ア．大規模施設（年間
ｴﾈﾙｷﾞｰ起源CO2排
出量500トン以上）の

31施設
イ．小中学校、幼稚園

市役所本庁舎 ー - ー － ー

ア．13.7％
イ．2.8％

ウ．3.1％　合計5.2％
平成18年度実績維持 ー - ー －

延床面積当たり10％
削減

H17 平成18年度 ー - ー － H14

H22 平成20年度 ー - ー － H22

○ 平成18年度実績維持 × - ー －
施設毎単独の設定は

ない

○ × × - ー － 同上

○ ○ ○ - ○ ○
○

（概要は別紙1-1）
○

○ ○ ○ - ○ ○
○

（概要は別紙1-2）
○

○ ○ ○ - ○ × × ○

○ ○ × ○ ○ × × ○

10% 平成18年度実績維持 ７％削減 15.5％削減 －
延床面積当たり10％

削減

H17 平成18年度 H16 H16 － H14

H22 平成20年度 H22 H22 － H22

・公共建築物（交通
局，上下水道局，市
営住宅を除く）の環境
負荷低減技術の採用
基準を策定し，次年
度より運用する予定
です。
・なお，市有建築物に
おける，木造利用促
進についての検討も
行う予定です。

市設建築物設計指針
（環境編）を適用し、
環境に配慮した施設
整備に取り組んでい
る。
・新築庁舎の設計に
おいて未対策の場合
と比較して、20%以上
の省エネルギー化を
図る。
・床面積が2,000㎡以
上の建築物を対象と
しCASBEE大阪の評
価において環境性能
効率が、5,000㎡を超
える事務所・病院等で
「A」、その他の建築物
については最低「B+」
とし「A」を目指す。
・既存市設建築物省
エネルギー化基本方

新築庁舎（美原シビッ
ク複合施設）について
はCASBEEAランクを
取得

公共施設への太陽光
発電システム・太陽熱
温水器設置の推進

施設の利用目的、立
地、適性等に応じ、太
陽光発電、風力発
電、屋上緑化を採用。
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温室効果温室効果温室効果温室効果ガスガスガスガス排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況

1 2 3 4 5 6 7 8 9

北海道 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 茨城県 栃木県

①策定の有
無

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

②策定年度
（最新版策
定年度）

H13 H20 Ｈ14年度 H20 H17 H20 H13 H20 H20

③改定等 毎年度 毎年度 毎年度 毎年度 適宜 毎年度 適宜 毎年度 毎年度

④名称

・北海道グリーン購入
基本方針
・環境物品等調達方
針

・青森県環境物品等
調達方針

岩手県グリーン購入
基本方針

・宮城県グリーン購入
の推進に関する基本
方針
・宮城県グリーン製品

・秋田県環境保全率
先実行計画（第２期計
画）

・山形県環境物品等
調達基本方針
・山形県特定調達物
品等調達方針

・うつくしまグリーン購
入実施要項
・うつくしまグリーン購
入ガイドライン
・ふくしまエコオフィス
実践計画

・茨城県グリーン購入
推進方針
・公共工事に係る特定
調達品目
・茨城県低排出ガスか
つ低燃費自動車購入
方針

栃木県グリーン調達
推進方針

⑤公表の有
無

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道グリーン購入
基本方針

青森県環境物品等調
達方針

岩手県グリーン購入
基本方針

宮城県グリーン購入
の推進に関する基本
方針

・秋田県環境保全率
先実行計画（第２期計
画）

山形県環境物品等調
達基本方針

ふくしまの環境
茨城県グリーン購入
推進方針

栃木県グリーン調達
推進方針

環境物品調達方針 宮城県グリーン製品
平成20年度山形県特
定調達物品等調達方
針

http://www.pref.fukus
hima.jp/hozen/

公共工事に係る特定
調達品目

http://www.pref.tochi
gi.jp/eco/kankyou/ho
zen/greenhoushin.htm
l

⑥建築分野
の位置づけ

独立したものはなく、
全体方針に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

× － 特になし

公共工事に係る特定
調達品目について物
品等の方針とは別に
定めている

独立したものはなく、
全体方針に含む

⑦調達品目
等

国の方針・品目に準拠
し、さらに北海道認定
リサイクル製品を追加

1.特定調達品目：県独
自
2.判断基準：県独自

国の方針・品目に準拠

国の方針及び宮城県
グリーン製品の認定
状況を考慮し、特定調
達品目を設定

－ － 国の方針・品目に準拠 国の方針・品目に準拠 国の方針・品目に準拠

⑧様式等 特になし 特になし
特定調達品目調達実

績調査票

グリーン購入に関する
取組状況チェックリス
ト

－ － 特になし 特になし 特になし

⑧その他の
事項

実施手順を検討中 － －

①策定の有
無

× × × × × × × × ×

②策定年度
（最新版策
定年度）

－ - － － － － －

③改定等 － - － － － - －

④名称 － - － － － - －

⑤公表の有
無

－ - － － － - －

－ - －

⑥電気の購
入を受ける

契約
－ - － － －

⑦物品の購
入に係る契

約
－ - － － －

⑨省エネル
ギー改修事
業に係る契

約

－ - － － －

⑩建築物に
関する契約

－ - － － －

⑪その他の
契約

－ - － － －

グリーン契
約法の方針

等

⑤公表URL
リンク

グリーン購
入法の方針

等

⑤公表URL
リンク
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温室効果温室効果温室効果温室効果ガスガスガスガス排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況

①策定の有
無

②策定年度
（最新版策
定年度）

③改定等

④名称

⑤公表の有
無

⑥建築分野
の位置づけ

⑦調達品目
等

⑧様式等

⑧その他の
事項
①策定の有

無
②策定年度
（最新版策
定年度）

③改定等

④名称

⑤公表の有
無

⑥電気の購
入を受ける

契約

⑦物品の購
入に係る契

約
⑨省エネル
ギー改修事
業に係る契

約

⑩建築物に
関する契約

⑪その他の
契約

グリーン契
約法の方針

等

⑤公表URL
リンク

グリーン購
入法の方針

等

⑤公表URL
リンク

10 11 12 13 14 15 16 17 18

群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 新潟県 富山県 石川県 福井県

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H20
H14

（H20）
H20 H20 H19 H20 H20 H20 H13

適宜 適宜 毎年度 毎年度 適宜 毎年度 毎年度 適宜 －

・グリーン購入指針
・グリーン購入実施計
画

埼玉県グリーン調達
推進方針

平成20年度環境配慮
物品調達方針

1.東京都グリーン購入
推進方針
2.東京都環境物品等
調達方針(公共工事)
3.東京都グリーン購入
ガイド
4.東京都グリーン電気
購入マニュアル

・神奈川県グリーン購
入基本方針
・神奈川県庁内グリー
ン配送実施指針
・神奈川県電力のグ
リーン購入要綱
・神奈川県公用車グ
リーン調達基本方針

新潟県グリーン購入
調達方針

・富山県グリーン購入
調達方針
・特定調達品目一覧
（物品・役務）
・特定調達品目一覧
（公共工事）

・石川県グリーン購入
推進方針
・石川県グリーン購入
特定調達品目

・福井県庁グリーン購
入推進方針
・平成２０年度　調達
計画

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県グリーン購入
推進方針

環境配慮物品調達方
針

東京都グリーン購入
推進方針

神奈川県グリーン購
入基本方針

環境にいがた
富山県グリーン購入
調達方針について

石川県グリーン購入
推進方針

福井県庁グリーン購
入推進方針

http://www.pref.gunm
a.jp/cts/PortalServlet
?DISPLAY_ID=DIRECT
&NEXT_DISPLAY_ID=
U000004&CONTENTS
_ID=69273

同　別表（判断基準）
東京都環境物品等調
達方針(公共工事)

神奈川県庁内グリー
ン配送実施指針

石川県グリーン購入
特定調達品目

http://www.pref.fukui.j
p/doc/kankyou/green
sub1.html

東京都グリーン購入ガ
イド

神奈川県電力のグ
リーン購入要綱

東京都グリーン電気
購入マニュアル

神奈川県公用車グ
リーン調達基本方針

－
独立したものはなく、
全体方針に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

建設リサイクルガイド
ラインに基づき、公共
工事の方針（建築分
野も包含）を物品等の
方針とは別に策定。

県のグリーン購入基
本方針により、各部局
ごとにグリーン購入
（調達）基準を作成す
ることなっているため、
公共工事にかかるグ
リーン調達基準を策定

独立したものはなく、
全体方針に含む

全体方針の「特定調
達品目一覧（公共工
事）」及び「公共工事に
おける富山県認定リ
サイクル製品利用方
針」に含む。

独立したものはなく、
全体方針に含む

公共工事については、
「福井県公共事業環
境配慮ガイドライン」に
基づき実施する。

－ 独自の内容等 国の方針・品目に準拠

1.特別品目：都が施策
として副産物対策や環
境負荷軽減のために
建設（実施）する施設
や事業などにおける
副産物又は製品
2.特定調達品目：国の
方針に同じ
3.調達推進品目：上記
以外の環境物品等

①特定調達品目：国
等の基準を踏まえた
上で積極的に利用を
推進する環境物品等
②率先利用品目：率
先的に利用する品目
として特定調達品目か
ら移行したもの

国の方針・品目に準拠

特定調達品目は、県
の自然的社会的条件
を考慮して定めるもの
としており、国の定め
る特定調達品目の中
から、本県においては
調達を推進できない
品目を除いたものを県
の特定調達品目として
いる。

国の方針・品目に準拠
【　重点品目　】重点的
に調達を推進すべき
環境物品等の種類

－ 特になし 特になし

1.環境物品等使用予
定（実績）チェックリス
ト
2.環境物品等使用状
況報告書
3.特記仕様書記載例

特になし 特になし 特になし 特になし
「公共工事に係るグ
リーン購入調達記録
表」

× × × × × × × × ×

－ － － － － ー －

－ － － － － ー －

－ － － － － ー －

○ － － － － ー －

・神奈川県電力のグ
リーン購入要綱

ー ー ー

http://www.pref.gunm
a.jp/cts/PortalServlet
?DISPLAY_ID=DIRECT
&NEXT_DISPLAY_ID=
U000004&CONTENTS

_ID=69273

・神奈川県公用車グ
リーン調達基本方針

－
国の方針（電気）に準

拠

東京都グリーン電気
購入マニュアルにおい
て受注者選定方法も

規定

・神奈川県電力のグ
リーン購入要綱

－
国の方針（電気）に準

拠

－
国の方針（自動車）に

準拠
・神奈川県公用車グ
リーン調達基本方針

－

－ 特になし
・神奈川県ＥＳＣＯ事
業導入等基本方針

－

－

国の方針（環境配慮プ
ロポ）に準拠。ただし、
プロポの採用は必要
に応じて行うこととして

国の方針（環境配慮プ
ロポ）に準拠。プロポ

の採用の必須としてい
る

・神奈川県におけるＰ
ＦＩの活用指針

－

国の方針（環境配慮プ
ロポ）に準拠。ただし、
プロポの採用は必要
に応じて行うこととして

－ 特になし 特になし － 特になし
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温室効果温室効果温室効果温室効果ガスガスガスガス排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況

①策定の有
無

②策定年度
（最新版策
定年度）

③改定等

④名称

⑤公表の有
無

⑥建築分野
の位置づけ

⑦調達品目
等

⑧様式等

⑧その他の
事項
①策定の有

無
②策定年度
（最新版策
定年度）

③改定等

④名称

⑤公表の有
無

⑥電気の購
入を受ける

契約

⑦物品の購
入に係る契

約
⑨省エネル
ギー改修事
業に係る契

約

⑩建築物に
関する契約

⑪その他の
契約

グリーン契
約法の方針

等

⑤公表URL
リンク

グリーン購
入法の方針

等

⑤公表URL
リンク

19 20 21 22 23 24 25 26 27

山梨県 長野県 愛知県 岐阜県 静岡県 三重県 滋賀県 京都府 大阪府

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H16 H20 H20 H20 H20
H13

（H20)
H20 H20 H20

適宜 適宜 適宜 毎年度 毎年度 毎年 適宜 毎年度 毎年度

山梨県グリーン購入
の推進を図るための
方針

長野県グリーン購入
推進方針

・愛知県環境物品等
の調達の推
　進を図るための基本
方針
・愛知県環境物品等
調達方針
・愛知県あいくる材率
先利用方針

岐阜県環境物品等調
達方針

静岡県環境物品等の
調達に関する基本方
針

・みえ・グリーン購入基
本方針
・環境物品等の調達
方針

・滋賀県グリーン購入
基本方針
・滋賀県環境に優しい
物品の購入基本指針
・滋賀県グリーン購入
判断基準

・京都府庁グリーン調
達方針

大阪府グリーン調達
方針

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

山梨県グリーン購入
の推進を図るための
方針

長野県のグリーン購
入

愛知県環境物品等の
調達の推
進を図るための基本
方針

岐阜県環境物品等調
達方針

静岡県環境物品等の
調達に関する基本方
針

みえ・グリーン購入基
本方針

滋賀県グリーン購入
基本方針

京都府庁グリーン調
達方針

大阪府グリーン調達
方針のページ

愛知県環境物品等調
達方針

環境物品等の調達方
針

滋賀県環境に優しい
物品の購入基本指針

愛知県あいくる材率先
利用方針

滋賀県グリーン購入
判断基準

独立したものはなく、
全体方針に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

公共建築に係る環境
配慮指針

独立したものはなく、
全体方針に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

国の方針・品目に準拠 国の方針・品目に準拠
特定調達品目：毎年
度の調達方針におい
て定められたもの

特定調達品目（公共
工事）
・資材         28品目
・建設機械　 2品目
・工法           5品目
・目的物　　　2品目

国の方針・品目に準拠

1.国の方針・品目に準
拠
2.三重県リサイクル製
品利用推進条例で規
定される認定リサイク
ル製品
3.県産材

特に規定無し。 国の方針・品目に準拠 国の方針・品目に準拠

特になし 特になし
グリーン調達チェック
シート

特になし 特になし
1.使用検討チェックリ
スト
2.工事特記仕様書

特記仕様書に記載 特になし 特になし

-

× × ○ × × × ○ × ○

－ ー H20 － － － H20 － Ｈ１９

－ ー 適宜 － － － 適宜 － 適宜

－ ー
愛知県電力の調達に
係る環境配慮方針

－ － －
・滋賀県グリーン入札

実施要綱
－

・大阪府電力の調達に
係る環境配慮指針

・大阪府自動車の調
達に係る契約方針（大
阪府グリーン調達方
針の巻末に添付）

－ ー ○ － － － ○ － ○

ー
愛知県電力の調達に
係る環境配慮方針

・滋賀県グリーン入札
実施要綱

・大阪府電力の調達に
係る環境配慮指針

大阪府の環境ホーム
ページ

⇒　報道発表資料（平
成19年度）

ー -

・大阪府自動車の調
達に係る契約方針

大阪府グリーン調達
方針のホームページ

-

-

－ ー

愛知県電力の調達に
係る環境配慮方針に
おいて受注者選定方
法も規定（裾切り方

－ 裾切り方式
国の方針（電気）に準

拠
国の方針（電気）に準

拠

－ ー - － 裾切り方式
国の方針（自動車）に

準拠
自動車の購入につい

て規定

－ ー - － － 特になし 特になし

－ ー - － －

国の方針（環境配慮プ
ロポ）に準拠。ただし、
プロポの採用は必要
に応じて行うこととして

特になし

－ ー - － － 特になし 特になし
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温室効果温室効果温室効果温室効果ガスガスガスガス排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況

①策定の有
無

②策定年度
（最新版策
定年度）

③改定等

④名称

⑤公表の有
無

⑥建築分野
の位置づけ

⑦調達品目
等

⑧様式等

⑧その他の
事項
①策定の有

無
②策定年度
（最新版策
定年度）

③改定等

④名称

⑤公表の有
無

⑥電気の購
入を受ける

契約

⑦物品の購
入に係る契

約
⑨省エネル
ギー改修事
業に係る契

約

⑩建築物に
関する契約

⑪その他の
契約

グリーン契
約法の方針

等

⑤公表URL
リンク

グリーン購
入法の方針

等

⑤公表URL
リンク

28 29 30 31 32 33 34 35 36

兵庫県 奈良県 和歌山県 鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 徳島県

× ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H20 H20 H13（H１７） H20 H20 H20 H19 Ｈ１９

毎年度 毎年度
適宜

(調達方針は毎年度改
定）

適宜 毎年度 適宜 適宜 毎年度

奈良県庁グリーン購
入調達方針

・和歌山県グリーン購
入推進方針

１．鳥取県グリーン購
入基本方針
２．鳥取県グリーン購
入調達方針

島根県グリーン調達
推進方針

岡山県グリーン調達ガ
イドライン

・広島県グリーン購入
方針
・広島県グリーン購入
方針における対象文
具
・広島県グリーン購入
方針における公共工
事の内容
・広島県グリーン購入

・山口県グリーン購入
の推進方針
・グリーン購入ガイド

徳島県グリーン調達
等推進方針

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

奈良県庁グリーン購
入調達方針

和歌山県グリーン購
入推進方針

鳥取県グリーン購入
基本方針

島根県グリーン調達
推進方針及び平成20
年度特定調達品目・
調達目標（ＰＤＦ形式）

岡山県グリーン調達ガ
イドライン

http://www.pref.hiros
hima.lg.jp/eco/b/b5/g
reen/index.html

山口の環境HPの新着
情報に掲載

徳島県グリーン調達
等推進方針

鳥取県グリーン購入
調達方針

しまねグリーン製品認
定制度

http://www.pref.okaya
ma.jp/file/open/12230
10823_306854_9937_5
9335_misc.pdf

公共建築に係る環境
配慮指針
(ISO14001)

独立したものはなく、
「和歌山グリーン購入
推進方針」に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

グリーン購入調達方
針による

重点品目：重点的に調
達を推進する環境物
品等で、県が定めたも
の

国の方針・品目に県独
自選定を加えて制定

コンクリート二次製品
等でフライ亜種等を使
用したものを県独自で
「しまねグリーン製品」
とて認定

1.特定調達品目：岡山
県再生品の使用促進
に関する指針に定め
るもの
2.上記以外のもの：国
の方針による

国の方針・品目に準拠 国の方針・品目に準拠 国の方針・品目に準拠

・環境配慮事業別評
価
・建築物の建築チェッ
クシート

特になし グリーン商品調書
認定要綱
申請書様式 特になし 特記仕様書記載例 ｸﾞﾘｰﾝ購入調査表 特になし

× ○ × × × × × × ×

H20 － － × － － ー －

毎年度 － － × － － ー －

奈良県電力の調達に
係る環境配慮方針

－ － × － － ー －

○ － － × － － ー －

奈良県電力の調達に
係る環境配慮方針

×

× ー

×

×

奈良県電力の調達に
係る環境配慮方針に
おいて受注者選定方

法も規定

－ ー × ー -

特になし － － × ー -

特になし － － × ー -

特になし － － × ー -

特になし － － 特になし ー -
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温室効果温室効果温室効果温室効果ガスガスガスガス排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況

①策定の有
無

②策定年度
（最新版策
定年度）

③改定等

④名称

⑤公表の有
無

⑥建築分野
の位置づけ

⑦調達品目
等

⑧様式等

⑧その他の
事項
①策定の有

無
②策定年度
（最新版策
定年度）

③改定等

④名称

⑤公表の有
無

⑥電気の購
入を受ける

契約

⑦物品の購
入に係る契

約
⑨省エネル
ギー改修事
業に係る契

約

⑩建築物に
関する契約

⑪その他の
契約

グリーン契
約法の方針

等

⑤公表URL
リンク

グリーン購
入法の方針

等

⑤公表URL
リンク

37 38 39 40 41 42 43 44 45

香川県 愛媛県 高知県 福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H20 H20 H20 H20 H13 H19 H20 H18 H20

適宜 適宜 毎年度 毎年度 毎年度 毎年度 毎年度 適宜 毎年度

・香川県グリーン購入
推進ガイドライン

・愛媛県グリーン購入
推進方針
(愛媛県重点対象物
品)

平成２０年度高知県グ
リーン購入実施計画

・福岡県環境物品等
調達方針

　佐賀県環境物品等
の調達に関する基本
方針

平成１９年度環境物品
等調達方針

平成２０年度熊本県グ
リーン購入推進方針

・大分県グリーン購入
推進方針

１．宮崎県グリーン購
入基本方針
２．平成２０年度環境
物品等の調達方針

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

http://www.pref.kagaw
a.jp/kankyo/ecooffice
/gureen_top.htm

・愛媛県グリーン購入
推進方針

高知県グリーン購入
実施計画

福岡県環境物品等調
達方針

　佐賀の環境⇒環境
関係課の業務内容⇒
佐賀県のグリーン購
入について

平成１９年度環境物品
等調達方針

平成２０年度熊本県グ
リーン購入推進方針
http://www.pref.kuma
moto.jp/soshiki/42/gr
een.html

大分県グリーン購入
推進方針

みやざきの環境

環境物品等調達方針
一覧Ⅰ

http://eco.pref.miyaza
ki.lg.jp/

環境物品等調達方針
一覧Ⅱ

独立したものはなく、
全体方針に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

　独立したものなし。
　「環境にやさしい佐
賀県行動計画」第３章
第２節に規定あり。

独立したものはなく、
全体方針に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

宮崎県建設リサイクル
推進計画に基づき、公
共工事の方針を策定

国の方針・品目に準拠 国の方針・品目に準拠

・特定調達品目：国の
方針に同じ.独自調達
品目：
・県が独自に定めてい
るもの

①国の基本方針を参
考
②「福岡県リサイクル
製品認定制度」に基づ
き認定された製品

①環境負荷の少ない
資材の使用
②環境負荷の少ない
設計の採用
③建設副産物の減量
化・リサイクルの推進
④工事の実施に当
たっての環境配慮の
徹底
⑤環境の保全と創出
に積極的に取り組むと

国の方針・品目に準拠

国の方針・品目に準拠
一部県独自に品目及
び判断基準を設定し
ている

国の方針・品目に準拠

※平成２０年度環境物
品等の調達方針につ
いて
１.特定調達品目：国の
方針に同じ
２.調達推進品目：国の
方針に同じ

特になし 特になし

･グリーン購入チェック
リスト
･農産物購入実績報告
書
・防災備蓄用品購入
実績報告書

特になし 特になし 特になし

・熊本県グリーン購入
推進方針判断基準等
適合報告書
・再生材料供給証明
書

特になし

特になし

× × × × × × × × ×（検討中）

－ － × ー ー － ー －

－ － － － － ー －

－ － － － － ー －

－ － － － － ー －

－ － －

- × － － －

- × － － －

- × － － －

- × － － －

- × － － －
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温室効果温室効果温室効果温室効果ガスガスガスガス排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況

①策定の有
無

②策定年度
（最新版策
定年度）

③改定等

④名称

⑤公表の有
無

⑥建築分野
の位置づけ

⑦調達品目
等

⑧様式等

⑧その他の
事項
①策定の有

無
②策定年度
（最新版策
定年度）

③改定等

④名称

⑤公表の有
無

⑥電気の購
入を受ける

契約

⑦物品の購
入に係る契

約
⑨省エネル
ギー改修事
業に係る契

約

⑩建築物に
関する契約

⑪その他の
契約

グリーン契
約法の方針

等

⑤公表URL
リンク

グリーン購
入法の方針

等

⑤公表URL
リンク

46 47 48 49 50 51 52 53 54

鹿児島県 沖縄県 札幌市 仙台市 さいたま市 千葉市 横浜市 川崎市 新潟市

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H20
H18（基本方針）
H20（調達方針）

H20
H12（要綱策定年度）
（Ｈ20方針改定年度）

H20 H20 Ｈ１４ H20 H20

毎年度
適宜（基本方針）

毎年度（調達方針）
毎年度 毎年度（方針） 適宜 毎年度 適宜 毎年度 毎年度

県庁環境物品等調達
方針

１沖縄県グリーン購入
基本方針
２沖縄県グリーン購入
調達方針

・札幌市グリーン購入
ガイドライン

1．仙台市グリーン購
入推進に関する要綱
2．仙台市グリーン購
入推進方針

・さいたま市グリーン
購入推進基本方針
・さいたま市グリーン
購入調達品目

千葉市グリーン購入
推進方針
千葉市グリーン購入
推進物品等

・横浜市グリーン購入
の推進に関する基本
方針
・横浜市グリーン購入
の推進を図るための
調達方針

  川崎市グリーン購入
推進方針

・グリーン調達
・特定調達品目及びそ
の判断の基準，調達
目標

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

県庁環境物品等調達
方針

沖縄県グリーン購入
基本方針

札幌市グリーン購入ガ
イドライン

仙台市グリーン購入
推進に関する要綱

さいたま市グリーン購
入の取組み

千葉市グリーン購入に
ついて

・横浜市グリーン購入
の推進に関する基本
方針

  川崎市グリーン購入
推進方針

グリーン調達

沖縄県グリーン購入
調達方針

仙台市グリーン購入
推進方針

横浜市グリーン購入
の推進を図るための
調達方針

特定調達品目及びそ
の判断基準，調達目
標

せんだいグリーン文
具・せんだいグリーン

ペーパー

独立したものはなく，
全体に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

札幌市公共建築物環
境配慮ガイドラインを
策定

独立したものはなく、
全体方針に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

建築工事特則仕様書
に記載

     国の方針・品目に
準拠

新潟市公共工事環境
配慮指針に含む

調達方針の中で調達
推進品目を規定（２品
目のみ）
その他は，調達に努
める品目として，品目
は掲載するが，目標
は設定していない

国の方針・品目に準拠
国の方針・品目に準拠
（一部除外）

国の方針・品目に準拠 国の方針・品目に準拠 国の方針・品目に準拠
     国の方針・品目に
準拠

国の方針・品目に準拠

ー 特になし 特になし
公共工事に係るグリー
ン購入実績記録表兼
報告書

特になし

・設備導入実績調査
票
・公共工事に係る資材
使用実績等調査票

3.建築工事特則仕様
書の記載内容「工事で
使用するグリーン購入
特定調達物品等は特
記による。特記以外は
横浜市グリーン購入
の推進に関する基本
方針及び調達方針に
よりグリーン購入の推

特になし
環境配慮事項チェック
リスト

ー

× × × × × × × － ×

－ - － － ー ― ー － －

－ - － － － ― ー － －

－ - － － ー ― ー － －

－ - － － － ― ー － －

ー

－

－

－ 特になし － ー
横浜型グリーン電力

入札制度
－ 特になし

－
札幌市公用車の低公
害車導入指針を策定

－ ー ー － 特になし

－ 特になし － ー ー － 特になし

－ 特になし － ー ー － 特になし

－ 特になし － 特になし ー － 特になし
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温室効果温室効果温室効果温室効果ガスガスガスガス排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況

①策定の有
無

②策定年度
（最新版策
定年度）

③改定等

④名称

⑤公表の有
無

⑥建築分野
の位置づけ

⑦調達品目
等

⑧様式等

⑧その他の
事項
①策定の有

無
②策定年度
（最新版策
定年度）

③改定等

④名称

⑤公表の有
無

⑥電気の購
入を受ける

契約

⑦物品の購
入に係る契

約
⑨省エネル
ギー改修事
業に係る契

約

⑩建築物に
関する契約

⑪その他の
契約

グリーン契
約法の方針

等

⑤公表URL
リンク

グリーン購
入法の方針

等

⑤公表URL
リンク

55 56 57 58 59 60 61 62 63

名古屋市 静岡市 浜松市 京都市 大阪市 堺市 神戸市 広島市 福岡市

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H20 H15 H20 H13 H14 H19 H20 H20 Ｈ２０

適宜 適宜 適宜 適宜 不定期 毎年度 毎年度 毎年度 毎年度

・名古屋市グリーン購
入推進指針
・名古屋市グリーン購
入ガイドライン

静岡市グリーン購入
指針

浜松市特定調達物品
等の調達方針

京都市役所グリーン
調達
推進方針

・大阪市グリーン調達
方針

堺市グリーン調達基
本方針
堺市グリーン調達方
針

・神戸市グリーン調達
推進基本方針
・平成２０年度 神戸市
グリーン調達方針
・平成２０年度 神戸市
グリーン調達方針に係
る判断基準

･広島市役所グリーン
購入方針
・広島市役所グリーン
購入ガイドライン
・（別表）特定品目別
の判断基準等一覧表

福岡市グリーン購入ガ
イドライン

○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○

名古屋市グリーン購
入推進指針

静岡市グリーン購入
指針

ー －
ホームページでは公

表していない
堺市グリーン調達の
取り組み

神戸市グリーン調達
推進基本方針

広島市役所グリーン
購入方針

福岡市グリーン購入ガ
イドライン

名古屋市グリーン購
入ガイドライン

－
平成２０年度 神戸市
グリーン調達方針

広島市役所グリーン
購入ガイドライン

－
　平成２０年度 神戸市
グリーン調達方針に係

る判断基準

（別表）特定品目別の
判断基準等一覧表

－

独立したものはなく、
全体方針に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

独立したものはなく，
全体方針に含みます

独立したものはなく、
全体方針に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

独立したものはなく、
全体方針に含む

市が施策として進める
もの

ー 国の方針・品目に準拠 国の方針・品目に準拠

策定当時の国の方
針・品目に準拠してい
るが、判断基準につい
ては調達実態等を調
査の上今後設定す

る。

国の方針・品目に準拠 国の方針・品目に準拠 国の方針・品目に準拠 国の方針に準じる

特になし ー 特になし

・建築工事は特にあり
ません。
・電気設備は特記仕
様書に電灯設備を記
載しています。
・機械設備は機器リス
トで明記しています。

特になし 特記仕様書に記載
使用実績報告書 公共工事グリーン購

入実績報告書
×

現在改訂作業中であ
りH20改訂予定

× ー × × ○ ○ ○ × ×

－ ー ー － H20 H20 H20 －

－ ー ー － 適宜 適宜 適宜 －

－ ー ー －
大阪市電力の調達に
係る環境配慮指針

堺市電力の調達に係
る環境配慮方針

神戸市グリーン調達
等基本方針

－

－ ー ー － ○ ○ ○ －

－

http://www.city.o
saka.lg.jp/kankyo/
page/0000017722
.html

10月中に公表予定 －

－

－

－

名古屋市電力の調達
に係る環境配慮実施
要綱を平成２０年５月

９日から施行

ー
京都市電力の調達に
係る環境配慮方針に

より規定

大阪市電力の調達に
係る環境配慮指針に

より規定（裾切り方式）

国の方針（電気）に準
拠

神戸市電力の調達に
係る環境配慮方針に

より規定
－

ー － - 特になし
神戸市グリーン調達
等基本方針に規定

－

ー － - 特になし 特になし －

ー － - 特になし 特になし －

ー － 特になし 特になし 特になし －
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温室効果温室効果温室効果温室効果ガスガスガスガス排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況排出削減実行計画等策定状況

①策定の有
無

②策定年度
（最新版策
定年度）

③改定等

④名称

⑤公表の有
無

⑥建築分野
の位置づけ

⑦調達品目
等

⑧様式等

⑧その他の
事項
①策定の有

無
②策定年度
（最新版策
定年度）

③改定等

④名称

⑤公表の有
無

⑥電気の購
入を受ける

契約

⑦物品の購
入に係る契

約
⑨省エネル
ギー改修事
業に係る契

約

⑩建築物に
関する契約

⑪その他の
契約

グリーン契
約法の方針

等

⑤公表URL
リンク

グリーン購
入法の方針

等

⑤公表URL
リンク

64

北九州市

○

H18

適宜

・北九州市グリーン購入基本方針

独立したものはなく、全体方針に含む

原則、国の方針・品目に準拠

特になし

公共工事については、努力規定

×

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

×
　現在、本市のHP等にグリーン購入調達方針を掲載
していないため、非公表と回答（不特定多数に対する
周知不足との判断）
　実際の調達に際しては、入札時の仕様書等におい
て調達物品等の基準を明記することとしているため
納入業者への周知には問題は生じていない。
　また、本市調達方針の問合せが生じた場合は、当
該書類を提供する等の対応を適宜取っていることか
ら特段の支障は生じていない。
　なお、購入側にあたる市役所内部の各部署に対し
ては、調達に係る基準を記した文書群（マニュアル
等）を配布し、周知を図っているところである。
　今後、事業者を含めた市民に対しても、本市のグ
リーン購入に対する取組みについて理解頂くべく、環
境関連のHP再編時に当該情報を掲載する予定であ
る。
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施設整備に関する環境保全性能等の事例集

官庁営繕部 北海道 青森県 岩手県 宮城県 秋田県

導入状況 導入予定無し 導入予定なし 導入済み 導入予定なし 導入予定無し

施行開始時
期

－
CASBEEを用いず、青森県環
境調和建築設計指針によって
いる

Ｈ18.7.18施行開始

評価ツール －

青森県環境調和建築設計指
針による環境負荷低減手法
選択シート、環境調和建築
チェックシート

CASBEE-新築（簡易版）

重点項目 －

・省エネ
・長寿命化
・エコマテリアル
・資材等の適正使用・処理
・周辺環境保全

独自項目 － － -

義務付延べ
面積（㎡）

－ 2,000

任意提出延
べ面積（㎡）

－ -

努力義務延
べ面積（㎡）

－ -

－
学校：4件
その他：2件

学校：5件

－
高校　改築　3,194㎡
A　BEE値=1.7

CASBEE 目標は定めず、設計後に確認 定めていない 目標：Ｂ+以上 定めていない 定めていない

ＬＣＡ（ライフ
サイクルア
セスメント）

LCCO2：90年水準庁舎比15%
減
運用CO2：90年水準庁舎比
30%減
LCR：17又は７kg-W/㎡以下
LCW：36又は38kg-R/㎡以下

－ -

PAL/CEC 目標：省エネ法努力指針値 － -

その他 －
青森県環境調和建築設計指
針において2段階に分け
LCCO2、LCCの目標値を設定

-

CASBEE － -

その他 －
青森県環境調和建築設計指
針において3段階に分け
LCCO2、LCCの目標値を設定

-

北海道の「第２期道の事務・
事業に関する実行計画」にお
いて、削減目標を掲げている
が、実行計画以外での計画・
目標は定めていない。

今後、他県の実績及び状況を
踏まえ、建築用途毎の環境技
術対策の仕様及び定性的・定
量的評価指標の目安を策定し
ていく予定である。

届出の対象
となる建築
物の条件に
ついて

制度導入後提出された公
共建築物の種類と件数に
ついて

制度施行後に提出した公
共建築物の評価結果につ
いて

１
．
地
方
自
治
体
の
建
築
物
環
境
配
慮
制
度(

C
A
S
B
E
E
等)

に
つ
い
て

建築物環境
配慮制度
(CASBEE)の
導入状況に
ついて

建築物環境
配慮制度
(CASBEE)の
評価方法等
について

２
．
公
共
建
築
物
の
目
標
値
設
定
等

新築建物の
目標値等

備考

改修建物の
目標値等
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施設整備に関する環境保全性能等

導入状況

施行開始時
期

評価ツール

重点項目

独自項目

義務付延べ
面積（㎡）

任意提出延
べ面積（㎡）

努力義務延
べ面積（㎡）

CASBEE

ＬＣＡ（ライフ
サイクルア
セスメント）

PAL/CEC

その他

CASBEE

その他

届出の対象
となる建築
物の条件に
ついて

制度導入後提出された公
共建築物の種類と件数に
ついて

制度施行後に提出した公
共建築物の評価結果につ
いて

１
．
地
方
自
治
体
の
建
築
物
環
境
配
慮
制
度(

C
A
S
B
E
E
等)

に
つ
い
て

建築物環境
配慮制度
(CASBEE)の
導入状況に
ついて

建築物環境
配慮制度
(CASBEE)の
評価方法等
について

２
．
公
共
建
築
物
の
目
標
値
設
定
等

新築建物の
目標値等

備考

改修建物の
目標値等

山形県 福島県 茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県

導入予定は未定です。 導入予定無し 導入予定無し 導入予定無し 導入実績・導入予定無し 導入予定あり

未定 H21年度施行予定

CASBEE新築（簡易版）

今後検討

2000を基本に検討中

定めていません 定めていない 定めていない 定めていない 定めていない 今後検討

今後検討

既存建築物について、環境性
能診断を実施し、LCCO2と
LCCについて評価している。
併せて参考までにCASBEE改
修ﾂｰﾙにより環境性能の評価
をしている。（評価員ではない
為参考）

平成２０年度中に条例を制定
予定。詳細については、年度
内を目処に検討予定。
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施設整備に関する環境保全性能等

導入状況

施行開始時
期

評価ツール

重点項目

独自項目

義務付延べ
面積（㎡）

任意提出延
べ面積（㎡）

努力義務延
べ面積（㎡）

CASBEE

ＬＣＡ（ライフ
サイクルア
セスメント）

PAL/CEC

その他

CASBEE

その他

届出の対象
となる建築
物の条件に
ついて

制度導入後提出された公
共建築物の種類と件数に
ついて

制度施行後に提出した公
共建築物の評価結果につ
いて

１
．
地
方
自
治
体
の
建
築
物
環
境
配
慮
制
度(

C
A
S
B
E
E
等)

に
つ
い
て

建築物環境
配慮制度
(CASBEE)の
導入状況に
ついて

建築物環境
配慮制度
(CASBEE)の
評価方法等
について

２
．
公
共
建
築
物
の
目
標
値
設
定
等

新築建物の
目標値等

備考

改修建物の
目標値等

千葉県 東京都 神奈川県 山梨県 長野県 新潟県

未導入 導入予定無し 導入予定あり 導入しておりません 導入予定無し

CASBEEを用いず、東京都建
築物環境計画書制度(H14.6
施行）によっている

平成２２年度予定 －

東京都建築物環境計画書制
度(H14.6施行）

CASBEE－新築2008（簡易
版）＋県重点配慮項目併用

－

1)ｴﾈﾙｷﾞｰの使用の合理化
2)資源の適正利用　3)自然環
境の保全　4)ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ現象
の緩和　について、段階1～3
まで自己評価

（検討中）
・自然エネルギー利用
・地球温暖化への配慮
・その他

－

予定なし 導入予定はありません －

※　10,000㎡ ５,０００㎡超 －

２,０００㎡以上
５,０００㎡以下

－

予定なし －

不明 - －

不明 - －

定めていない 定めていない

2,000㎡以上はＡ評価、またＣ
Ｏ２排出率（ＬＲ３　地球温暖
化への配慮）については検討
中

定めていない

－

－

H19.5に「省ｴﾈ東京仕様2007」
を策定。東京都建築物環境計
画書制度における評価指標
「段階３」を達成することを目
指す。

平成２０年度の組織改正で土木
部と住宅部が統合し建設部とし
て発足ことから従来土木工事で
行っていた「公共事業環境配慮
指針」に建築を加えて「建設部公
共事業環境配慮指針」とし環境
に配慮した建設を行うこととしま
した。（規模、工事費の要件はあ
ります。）

－

2,000㎡以上はＡ評価、またＣ
Ｏ２排出率（ＬＲ３　地球温暖
化への配慮）については検討
中

－

－
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施設整備に関する環境保全性能等

導入状況

施行開始時
期

評価ツール

重点項目

独自項目

義務付延べ
面積（㎡）

任意提出延
べ面積（㎡）

努力義務延
べ面積（㎡）

CASBEE

ＬＣＡ（ライフ
サイクルア
セスメント）

PAL/CEC

その他

CASBEE

その他

届出の対象
となる建築
物の条件に
ついて

制度導入後提出された公
共建築物の種類と件数に
ついて

制度施行後に提出した公
共建築物の評価結果につ
いて

１
．
地
方
自
治
体
の
建
築
物
環
境
配
慮
制
度(

C
A
S
B
E
E
等)

に
つ
い
て

建築物環境
配慮制度
(CASBEE)の
導入状況に
ついて

建築物環境
配慮制度
(CASBEE)の
評価方法等
について

２
．
公
共
建
築
物
の
目
標
値
設
定
等

新築建物の
目標値等

備考

改修建物の
目標値等

富山県 石川県 福井県 愛知県 岐阜県 静岡県

導入事例なし（今後の導入に
ついては未定)

導入予定無し 導入予定なし 導入予定有り 導入予定無し 導入済み

未定 H21.10.1施行開始予定 H19.7.1施行

未定 CASBEEあいち 特になし
CASBEE静岡
ベースはCASBEE-新築（簡易
版）

・地球温暖化への配慮
・資源の有効活用
・敷地内の緑化
・地域材の活用

・"ストップ温暖化しずおか行
動計画"の推進
・"災害に強いしずおか"の形
成
・"しずおかﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ"
の推進
・"緑化及び自然景観"の保
全・回復

・まちなみ・景観への配慮
・非構造材におけるリサイク
　ル材の使用
・交通負荷抑制

なし

未定 2,000m2超 2000㎡以上

－ 2000㎡未満

－ －

無し －
学校：２件（内、PFI：１件）
体育館：１件

－ ３件とも　Ｂ+

設置事例なし（今後の設定に
ついては未定)

定めていない 定めていない 検討中 定めていない 定めていない

定めていない － －

目標：省エネ法努力指針値 － －

－ －

－ －

－ －

制度開始から日が浅く建物種
別毎の正確な評価を把握でき
ないため、目標を定めていな
い。
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施設整備に関する環境保全性能等

導入状況

施行開始時
期

評価ツール

重点項目

独自項目

義務付延べ
面積（㎡）

任意提出延
べ面積（㎡）

努力義務延
べ面積（㎡）

CASBEE

ＬＣＡ（ライフ
サイクルア
セスメント）

PAL/CEC

その他

CASBEE

その他

届出の対象
となる建築
物の条件に
ついて

制度導入後提出された公
共建築物の種類と件数に
ついて

制度施行後に提出した公
共建築物の評価結果につ
いて

１
．
地
方
自
治
体
の
建
築
物
環
境
配
慮
制
度(

C
A
S
B
E
E
等)

に
つ
い
て

建築物環境
配慮制度
(CASBEE)の
導入状況に
ついて

建築物環境
配慮制度
(CASBEE)の
評価方法等
について

２
．
公
共
建
築
物
の
目
標
値
設
定
等

新築建物の
目標値等

備考

改修建物の
目標値等

三重県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県

導入予定無し 導入予定無し 導入済み 導入済み 導入済み

－

京都府地球温暖化対策条例
（Ｈ１８．４．１施行開始）に基
づく特定建築物排出量削減計
画書にCASBEEを添付

Ｈ１８．４．１施行開始 H18.10.1

－ ＣＡＳＢＥＥ－新築（簡易版）
大阪府建築物の環境配慮制度
ベースはCASBEE-新築(簡易版)

ＣＡＳＢＥＥ新築簡易版

－ 特になし
・省エネルギー対策
・緑化
・建築物表面及び敷地の高温化抑制

なし

－ 特になし なし

－ 2,000㎡以上 5,000 2,000

－ なし －

－ なし －

－
事務庁舎：１件
学校：６件
共同住宅：３件

学校：３件
共同住宅１２件
事務所１件

－
事務庁舎　新築　9951.8㎡
Ｓ　BEE値＝3.1

大学 新築 13,831㎡ Ａ BEE値=2.2
大学 新築 17,393㎡ Ｂ＋ BEE値=1.4
学校（消防学校） 新築 11,114㎡ Ｂ＋ BEE値=1.2
共同住宅 新築 14,391㎡ Ｂ＋ BEE値=1.3
共同住宅 新築 6,669㎡ Ｂ＋ BEE値=1.4
共同住宅 新築 9,492㎡ Ｂ＋ BEE値=1.3
共同住宅 新築 6,366㎡ Ｂ＋ BEE値=1.4
共同住宅 新築 6,009㎡ Ｂ＋ BEE値=1.2
共同住宅 新築 10,152㎡ Ｂ＋ BEE値=1.3
共同住宅 新築 6,520㎡ Ｂ＋ BEE値=1.2
共同住宅 新築 5,703㎡ Ａ BEE値=1.5
共同住宅 新築 6,536㎡ Ｂ＋ BEE値=1.1
共同住宅 新築 7,809㎡ Ｂ＋ BEE値=1.2
共同住宅 新築 6,850㎡ Ｂ＋ BEE値=1.1
共同住宅 新築 8,611㎡ Ｂ＋ BEE値=1.2
事務所（警察署） 新築 5,851㎡Ｂ＋　BEE値=1.4

定めていない － 定めていない
「府有建築物の整備における環境配慮指針」を定め、5,000
㎡以上の新築については、Ｂ＋を確保、Aを目標（住宅を除
く）とする。

高ランクの施設整備を目指す

定めていない －

運用CO2原単位：90年度水準
30％減
　
運用CO2：2010年度に90年度
の118％

定めていない － 省エネ法の指針値
建築物総合環境評価システ
ムにより、一定規模の建築物
について評価義務づけ

－

定めていない － 定めていない

－
環境配慮に努めることを規定
⇒計画保全事業についてはヒート対策に努めている

運用CO2原単位：90年度水準
21％減

厳しい財政状況から環境配慮レベルの向上に伴うコスト増
（維持管理を含む）が認められないため、コスト増を伴わない
技術・材料の採用等工夫が必要
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施設整備に関する環境保全性能等

導入状況

施行開始時
期

評価ツール

重点項目

独自項目

義務付延べ
面積（㎡）

任意提出延
べ面積（㎡）

努力義務延
べ面積（㎡）

CASBEE

ＬＣＡ（ライフ
サイクルア
セスメント）

PAL/CEC

その他

CASBEE

その他

届出の対象
となる建築
物の条件に
ついて

制度導入後提出された公
共建築物の種類と件数に
ついて

制度施行後に提出した公
共建築物の評価結果につ
いて

１
．
地
方
自
治
体
の
建
築
物
環
境
配
慮
制
度(

C
A
S
B
E
E
等)

に
つ
い
て

建築物環境
配慮制度
(CASBEE)の
導入状況に
ついて

建築物環境
配慮制度
(CASBEE)の
評価方法等
について

２
．
公
共
建
築
物
の
目
標
値
設
定
等

新築建物の
目標値等

備考

改修建物の
目標値等

奈良県 和歌山県 徳島県 広島県 岡山県 山口県

導入予定無し 導入予定無し 導入予定無し 導入予定無し 導入検討中 導入予定なし

- － － 未定

- － － -

- － － -

- － － -

- － － - 定めていません

- － － - 定めていません

- － － - 定めていません

- － － - ありません

- － － -

- 定めていない 定めていない 定めていない 定めていない 目標値は定めていません

- － 定めていない 定めていない 定めていない

- － 定めていない 定めていない 定めていない

- － 定めていない 定めていない

－ 定めていない 定めていない 目標値は定めていません

－ 定めていない 定めていない 定めていない

－
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施設整備に関する環境保全性能等

導入状況

施行開始時
期

評価ツール

重点項目

独自項目

義務付延べ
面積（㎡）

任意提出延
べ面積（㎡）

努力義務延
べ面積（㎡）

CASBEE

ＬＣＡ（ライフ
サイクルア
セスメント）

PAL/CEC

その他

CASBEE

その他

届出の対象
となる建築
物の条件に
ついて

制度導入後提出された公
共建築物の種類と件数に
ついて

制度施行後に提出した公
共建築物の評価結果につ
いて

１
．
地
方
自
治
体
の
建
築
物
環
境
配
慮
制
度(

C
A
S
B
E
E
等)

に
つ
い
て

建築物環境
配慮制度
(CASBEE)の
導入状況に
ついて

建築物環境
配慮制度
(CASBEE)の
評価方法等
について

２
．
公
共
建
築
物
の
目
標
値
設
定
等

新築建物の
目標値等

備考

改修建物の
目標値等

島根県 鳥取県 香川県 愛媛県 高知県 福岡県

・導入予定無し 導入予定 導入予定無し 導入予定なし 導入予定無し 導入予定無し

－ 平成２２年４月１日予定
CASBEEを用いず、高知県庁
環境マネージメントシステム実
施要綱

－ 未定

－ 未定

－ 未定

－ 未定

－ 未定

－ 未定

－ －

－ －

・定めていない － 定めていない 定めていない 定めていない

・定めていない －

・定めていない －
・省エネ指針を定めている。
（努力目標）

・定めていない

・定めていない － 定めていない

・定めていない －
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施設整備に関する環境保全性能等

導入状況

施行開始時
期

評価ツール

重点項目

独自項目

義務付延べ
面積（㎡）

任意提出延
べ面積（㎡）

努力義務延
べ面積（㎡）

CASBEE

ＬＣＡ（ライフ
サイクルア
セスメント）

PAL/CEC

その他

CASBEE

その他

届出の対象
となる建築
物の条件に
ついて

制度導入後提出された公
共建築物の種類と件数に
ついて

制度施行後に提出した公
共建築物の評価結果につ
いて

１
．
地
方
自
治
体
の
建
築
物
環
境
配
慮
制
度(

C
A
S
B
E
E
等)

に
つ
い
て

建築物環境
配慮制度
(CASBEE)の
導入状況に
ついて

建築物環境
配慮制度
(CASBEE)の
評価方法等
について

２
．
公
共
建
築
物
の
目
標
値
設
定
等

新築建物の
目標値等

備考

改修建物の
目標値等

佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県

導入予定無し 導入予定無し 検討中 導入予定無し 予定無し 導入予定無し

－

－

－

－

－

－

－

－

－

定めていない 定めていない 検討中 定めていない 定めていない 定めていない

〃

〃

〃

〃

〃
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施設整備に関する環境保全性能等

導入状況

施行開始時
期

評価ツール

重点項目

独自項目

義務付延べ
面積（㎡）

任意提出延
べ面積（㎡）

努力義務延
べ面積（㎡）

CASBEE

ＬＣＡ（ライフ
サイクルア
セスメント）

PAL/CEC

その他

CASBEE

その他

届出の対象
となる建築
物の条件に
ついて

制度導入後提出された公
共建築物の種類と件数に
ついて

制度施行後に提出した公
共建築物の評価結果につ
いて

１
．
地
方
自
治
体
の
建
築
物
環
境
配
慮
制
度(

C
A
S
B
E
E
等)

に
つ
い
て

建築物環境
配慮制度
(CASBEE)の
導入状況に
ついて

建築物環境
配慮制度
(CASBEE)の
評価方法等
について

２
．
公
共
建
築
物
の
目
標
値
設
定
等

新築建物の
目標値等

備考

改修建物の
目標値等

沖縄県 札幌市 仙台市 さいたま市 千葉市 横浜市

導入予定無し 導入済み 導入に向け検討中 導入予定 導入に向けて検討中 導入済み

－ H19.11.1　施行開始 H21.4.1 H17.7.1施行開始

－
CASBEE札幌
ベースはCASBEE-新築（簡易
版）

CASBEEさいたまベースは
CASBEE－新築（簡易版）を予
定

CASBEE横浜認証制度（H18．
４施行）

－
・省エネ・省資源
・緑化
・雪処理

なし

・地球温暖化防止策
・ヒートアイランド対策
・建築物の長寿命化
・まちなみ・景観

－

「Q-3 生物環境の保全と創
出」の項目については、雪対
策・緑化を、取り組みの評価
対象に追加する等行ってい
る。

なし

－ 5000㎡以上 2,000 5,000

－ 2000㎡以上　5000㎡未満 なし 2,000

－ - なし 2,000

－
学校：1件
集合住宅：3件

なし
・学校１件
・公営住宅２件
・その他５件

－

・小学校及び児童会館　改築
9,138㎡　B+　BEE値=1.4

・市営住宅　新築　（3件）
3,094㎡　B+　BEE値=1.2
2,672㎡　B+　BEE値=1.2
4,503㎡　B+　BEE値=1.2

東山田中学校
新築　12,146m2
BEE値＝1.9

定めていない 定めていない 定めていない 定めていない 定めていない 定めていない

定めていない

定めていない 目標：省エネ法努力指針値

定めていない 定めていない

制度開始から日が浅く建物種
別毎の正確な評価を把握でき
ないため、目標を定めていな
い。今後、本市及び先進都市
の実績及び動向を踏まえ、環
境性能の目標値に取り組む
予定である。

明文化はしていないが目標は
「S」としている。
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施設整備に関する環境保全性能等

導入状況

施行開始時
期

評価ツール

重点項目

独自項目

義務付延べ
面積（㎡）

任意提出延
べ面積（㎡）

努力義務延
べ面積（㎡）

CASBEE

ＬＣＡ（ライフ
サイクルア
セスメント）

PAL/CEC

その他

CASBEE

その他

届出の対象
となる建築
物の条件に
ついて

制度導入後提出された公
共建築物の種類と件数に
ついて

制度施行後に提出した公
共建築物の評価結果につ
いて

１
．
地
方
自
治
体
の
建
築
物
環
境
配
慮
制
度(

C
A
S
B
E
E
等)

に
つ
い
て

建築物環境
配慮制度
(CASBEE)の
導入状況に
ついて

建築物環境
配慮制度
(CASBEE)の
評価方法等
について

２
．
公
共
建
築
物
の
目
標
値
設
定
等

新築建物の
目標値等

備考

改修建物の
目標値等

川崎市 新潟市 名古屋市 静岡市 浜松市 大阪市

導入済 導入済み 導入予定なし 導入予定なし 導入済み

H18.10.1施行開始 H１６.４.１施行開始
静岡県に同制度があり、本市
でも取り組んでいる。

H16.10.1施行開始

CASBEE川崎
ベースはCASBEE‐新築（簡易
版）

CASBEE　名古屋
ベースはCASBEE-新築（簡易
版）

CASBEE静岡(静岡県のもの)
大阪市建築物総合環境評価
制度（CASBEE大阪）

・緑の保全・回復
・地球温暖化防止対策の推進
・資源の有効利用による循環
型地域社会の形成
・ヒートアイランド現象の緩和

独自の重み係数はなし
・省エネ・省資源
・緑化
・ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策
・循環型社会

･ｽﾄｯﾌﾟ温暖化しずおか行動計
画の推進
・災害に強いしずおかの形成
・しずおかﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝの
推進
・緑化及び自然景観の保全・
回復

①環境負荷の低減　②自然
環境の保護　③自然ｴﾈﾙｷﾞｰ
の利用　④ｴﾈﾙｷﾞｰの有効利
用　⑤排出二酸化炭素の抑
制　⑥ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策の推進
⑦長寿命化

－ 検討中 独自項目はなし

CASBEE大阪による格付け評
価を満たす住宅・建築物につ
いて、大阪市優良環境住宅整
備事業の補助及び容積率や
高さの制限を緩和する総合設
計制度の適用がある。

5,000 ２，０００㎡超 2,000㎡以上 5,000㎡超

5,000㎡以下についても提出
可能

2,000㎡未満 2,000㎡以上

－ 2,000㎡以上

学校：4件
共同住宅：1件

【19年度末までの実績】
学校：6件、公営住宅：22件、
庁舎・事務室：2件、地区ｾﾝ
ﾀｰ・集会所：1件、病院：2件

学校：２件
学校：2件、公営住宅：15件、
庁舎・事務室：5件、地区ｾﾝ
ﾀｰ・集会所：1件、工場：1件

－

上位３件
病院　新築　42,590.53㎡　A
BEE=2.8 H18
病院　新築　9,799.28㎡　A
BEE=2.2 H16
学校　新築　11,165.51㎡　A
BEE=1.6 H16

小学校　改築　8,099㎡
　　A　BEE値=1.8
小学校　改築　5,126㎡
　　A　BEE値=1,6

区役所　新築　10,153.42㎡　A
BEE=2.8 H19
消防庁舎　新築　17,853.59㎡
A BEE=2.4 H17
焼却工場　新築　30,158.96㎡
A BEE=2.1 H19

目標はB＋で設計 定めていない 目標は定めず、設計後に確認 定めていない 定めていない

CASBEE大阪の評価において
床面積が2,000㎡以上の建築
物を対象とし、5,000㎡を超え
る事務所・病院等で「A」、その
他の建築物については最低
「B+」とし「A」を目指す

－ -

目標：省エネ法努力指針値

－
新築庁舎の設計において未
対策の場合と比較して、20%以
上の省エネルギー化を図る。

－ -

－ -

－
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施設整備に関する環境保全性能等

導入状況

施行開始時
期

評価ツール

重点項目

独自項目

義務付延べ
面積（㎡）

任意提出延
べ面積（㎡）

努力義務延
べ面積（㎡）

CASBEE

ＬＣＡ（ライフ
サイクルア
セスメント）

PAL/CEC

その他

CASBEE

その他

届出の対象
となる建築
物の条件に
ついて

制度導入後提出された公
共建築物の種類と件数に
ついて

制度施行後に提出した公
共建築物の評価結果につ
いて

１
．
地
方
自
治
体
の
建
築
物
環
境
配
慮
制
度(

C
A
S
B
E
E
等)

に
つ
い
て

建築物環境
配慮制度
(CASBEE)の
導入状況に
ついて

建築物環境
配慮制度
(CASBEE)の
評価方法等
について

２
．
公
共
建
築
物
の
目
標
値
設
定
等

新築建物の
目標値等

備考

改修建物の
目標値等

堺市 京都市 神戸市 広島市 福岡市 北九州市

導入予定（時期は未定） 導入済み 導入済み 導入予定 導入済み 導入済み

現在は大阪府環境配慮評価
システムの規定に従って対応
している。

H17.10.1施行開始 Ｈ１８．８．１施行開始 平成２１年度施行予定 Ｈ１９．１０．１より施行開始
H19.11.1試行
H20.10.1本格実施

CASBEE-新築（簡易版） CASBEE－新築（簡易版）
CASBEE神戸
神戸市建築物総合環境評価
制度

CASBEE－新築（簡易版）
CASBEE福岡
ベースはCASBEE-新築（簡易
版）

CASBEE北九州
ベースはCASBEE-新築（簡易
版2008年版）

・地球温暖化対策
・ヒートアイランド対策
・緑化への配慮
・循環型社会（長寿命化）
・バリアフリー

特になし

「ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ計画」「建築物の耐
震性等（耐震・免震、信頼
性）」「まちなみ・景観への配
慮」

・地球温暖化対策
・ヒートアイランド対策
・長寿命化対策

・省エネ・省資源
・緑化
・ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策
・循環型社会

・循環型社会への貢献
・地球温暖化対策の推進
・豊かな自然環境の確保
・高齢社会への対応

特になし 未定

・バリアフリー計画
・躯体材料におけるリサイクル
材の使用
・非構造材料におけるリサイク
ル材の使用

2,000㎡以上 2,000㎡ 2,000㎡ 2,000㎡ 5,000 2,000

未定 2,000 －

未定 2,000 －

学校：4件
市営住宅：2件
庁舎・事務室：1件
工場等：2件
ﾎﾃﾙ等：1件
病院等：1件

学校：3件、公営住宅：3件、再
開発ﾋﾞﾙ：1件

－ 無し －

H18 病院等　新築　2,182.55
㎡　B+ BEE=1.3
H18 事務所等　新築
3,162.33㎡　B+ BEE=1.3
H19 集合住宅　新築
2,988.13㎡　B+ BEE=1.4

市営住宅　建替　3,727㎡　B+
BEE=1.1 H18
高校　新築　15,847㎡　A
BEE=1.6 H19
再開発ﾋﾞﾙ　新築　8,430㎡
B+ BEE=1.2 H19

－ －

定めていない

市営住宅を除く公共建築物に
ついては，特に定めていない
が，市営住宅については，
BEE 1.3以上を満足させるとと
もに，BEE 1.5以上の達成に
努めることとしている。

定めていない 未定 定めていない Ｂ＋以上

－

省エネ法の判断基準値に適
合するようにする

－

開発事業を対象にH19.4より
「環境配慮点検制度」を試行、
実施設計金額500万円以上の
案件に「環境配慮チェックリス
ト」の提出を義務付け。

定めていない

市営住宅を除く公共建築物に
ついては，特に定めていない
が，市営住宅については，
BEE 1.3以上を満足させるとと
もに，BEE 1.5以上の達成に
努めることとしている。

未定 －

－

交通局，上下水道局，市営住
宅を除く公共建築物の環境負
荷低減技術の採用基準の策
定を検討中である。策定後，
平成21年度より運用予定であ
る。

制度開始から日が浅く建物種
別毎の正確な評価を把握でき
ないため、目標を定めていな
い。今後、本市及び先進都市
の実績及び動向を踏まえ、環
境性能の目標値に取り組む
予定である。


